
平成２７年度

◇総務省方式改訂モデル

平成２９年３月

大館市総務部財政課

大 館 市 財 務 諸 表 （概要版）



１．はじめに

　本市では、自治省（現在の総務省）から示された統一基準に基づき、平成１３年度から

普通会計の「貸借対照表（バランスシート）」を公表してきました。１４年度からは「行

政コスト計算書」、１５年度からは「キャッシュフロー計算書（資金収支計算書）」を加

えて公表しています。

　２１年度（２０年度決算）からは、総務省から示された新たな基準２方式（基準モデル

と総務省方式改訂モデル）のうち既存の決算統計情報を用いて作成できる「総務省方式改

定モデル」で作成した、連結ベース（一般会計、特別会計に、公営企業会計や第３セク

ターなどを含めたもの）の財務諸表４表（バランスシート、行政コスト計算書、純資産変

動計算書、資金収支計算書）を公表しています。

　現在は、２７年１月に総務省からあった統一的な基準による地方公会計の整備促進に関

する要請を受けて、統一的な基準による財務諸表の作成準備を進めており、２９年度（２

８年度決算）からの作成・公表を予定しています。

　よって、現行の総務省方式改定モデルで作成する財務諸表は、２８年度（２７年度決

算）が最後となります。
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２．作成基準

(１)作成の前提条件

(２)対象年度

(３)会計の対象範囲

一部事務組合・広域連合

　秋田県市町村総合事務組合

国民健康保険特別会計 　秋田県後期高齢者医療広域連合

普通会計 後期高齢者医療特別会計 　秋田県市町村会館管理組合

一般会計 介護保険特別会計

小規模水道等特別会計 介護サービス事業特別会計 地方公社・第三セクター等

休日夜間急患センター 病院事業会計 　大館市土地開発公社

特別会計 水道事業会計 　大館市社会福祉事業団

田代診療所事業特別会計 工業用水道事業会計 　大館市文教振興事業団

温泉開発特別会計 下水道事業会計 　㈱県北環境保全センター

奨学資金特別会計 戸別浄化槽整備事業特別会計 　㈱田代ふるさと振興公社

都市計画事業特別会計 公設総合地方卸売市場特別会計

土地取得特別会計 農業集落排水事業特別会計

連結グループ

市全体(単体)

※財務諸表の数値は、合計を一致させるために端数調整を行っているので、四捨五入になっ
ていない場合があります。

平成１９年度に総務省から示された作成指針により、普通会計ベース及び連結ベースの財

務諸表４表（①貸借対照表（バランスシート） ②行政コスト計算書 ③純資産変動計算書

④資金収支計算書）を作成。

また、作成方式は、総務省から示された２方式（基準モデル、総務省方式改訂モデル）の

うち、既存の決算統計（地方財政状況調査）情報を用いて作成できる「総務省方式改訂モデ

ル」で財務諸表を作成しました。

財務諸表の対象は、平成２７年４月１日から２８年３月３１日までですが、出納整理期間

（４/１～５/３１）における入出金については、３月３１日までに終了したものとして計上

しています。また、バランスシートについては会計年度の最終日（３月３１日現在）を作成

基準日としています。
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(４)有形固定資産の評価基準

(６)総務省方式改訂モデルの耐用年数

耐用年数 耐用年数

総務費 橋りょう 60

庁舎等 50 河川 49

その他 25 砂防 50

民生費 海岸保全 30

保育所 30 港湾 49

その他 25 都市計画

衛生費 25 街路 48

労働費 25 都市下水路 20

農林水産業費 区画整理 40

造林 25 公園 40

林道 48 その他 25

治山 30 住宅 40

砂防 50 空港 25

漁港 50 その他 25

農業農村整備 20 消防費

海岸保全 30 庁舎 50

その他 25 その他 10

商工費 25 教育費 50

土木費 その他 25

道路 48

決算統計上の区分

　実際に投下した税等の資金の運用形態を表す観点から、過去の実際の支出額で評価す

る取得原価主義（昭和４４年度から平成２７年度までの普通建設事業費から他団体等に

対する補助金・負担金を控除した額を計上。ただし、用地取得費以外の普通建設事業費

は減価償却）で評価しています。

　償却性資産である有形固定資産の減価償却は、財務省令や地方公営企業法施行令等に

準拠した耐用年数に基づいています。償却計算は残存価額を０（ゼロ）とし、定額法に

より行っています。バランスシートに記載されている各科目の減価償却累計額の増減を

集計した金額と、行政コスト計算書に記載されている減価償却費は一致しません。これ

は、除・売却された資産に係る減価償却累計額の増減があるためです。なお、土地につ

いては減価償却を行っていません。

決算統計上の区分

(５)減価償却
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３．平成２７年度　大館市財務諸表

(１)貸借対照表〔バランスシート〕(平成28年3月31日現在)

普通会計 市全体 連結 普通会計 市全体 連結

1 公共資産 121,075 184,195 184,285 1 固定負債 42,716 80,132 80,280

(1)有形固定資産 120,634 180,634 180,723 (1)地方公共団体 28,584 62,576 62,579

59,002 59,002 59,002 (2)関係団体 0 0 0

31,045 31,045 31,049 (3)長期未払金 5,215 5,237 5,241

5,903 6,862 6,927 (4)退職手当等引当金 8,917 12,319 12,460

4,338 53,923 53,935

20,346 29,802 29,810 2 流動負債 4,441 9,581 9,706

(2)無形固定資産 0 3,120 3,121 (1)翌年度償還予定額 2,960 5,361 5,361

(3)売却可能資産 441 441 441 (2)短期借入金 0 950 950

(3)未払金 1,182 2,548 2,648

2 投資等 13,700 12,590 13,114 (4)賞与引当金 299 660 660

(1)投資及び出資金 5,388 1,261 1,261 (5)その他 0 62 87

(2)貸付金 658 672 672

(3)基金等 7,250 9,811 10,194 47,157 89,713 89,986

(4)長期延滞債権 409 889 889

(5)その他 0 0 141

(6)回収不能見込額 △ 5 △ 43 △ 43 普通会計 市全体 連結

1 公共資産等整備国県補助金等 24,870 40,977 40,977

3 流動資産 5,039 11,144 12,441 2 公共資産等整備一般財源等 93,131 100,302 100,632

(1)資金 4,975 9,310 10,429 3 他団体及び民間出資分 0 0 31

1,772 4 その他一般財源等 △ 24,787 △ 22,791 △ 21,514

(2)未収金 55 1,798 1,948 5 資産評価差額 △ 557 △ 272 △ 272

(3)販売用不動産 0 0 0 92,657 118,216 119,854

(4)その他 13 43 71

(5)回収不能見込額 △ 4 △ 7 △ 7

139,814 207,929 209,840

Ⅰ資産　  ･･･

Ⅱ負債    ･･･ 市債や退職手当引当金など将来の世代の負担となるもの

Ⅲ純資産  ･･･ 過去の世代や国・県が負担した将来返済しなくてよい財産

②教育

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

負債及び純資産合計 139,814 207,929 209,840

 （うち、歳計現金）

Ⅰ資産合計

Ⅲ純資産合計

純資産の部

③福祉

　本市が道路、建物、お金などの「資産」をどれくらい保有していて、その「資産」を取得するため

に、どのような財源（負債・純資産）で賄ってきたか（将来世代の負担となる「負債」と過去・現世

代がすでに負担した「純資産」）を表にまとめたものです。

　左の「資産」と右の「負債+純資産」の額は同額で釣り合い、バランスが取れた状態になるので、

「バランスシート」とも呼ばれています。

Ⅱ負債合計

(単位:百万円)

負債の部資産の部

⑤その他

④環境衛生

学校、公園、道路など将来の世代に引継ぐ社会資本や、投資、基金など将来現金
化することが可能な財産。
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① 有形固定資産の内訳（行政目的別）

連結
資産額 構成比

590 32.7% 道路、住宅など

②教育 311 17.2% 学校、公民館等

③福祉 69 3.8% 福祉施設等

④環境衛生 539 29.8% 病院、下水道等

⑤その他 298 16.5%

　(産業振興) 206 11.4%

　(総務) 75 4.2%

　(その他) 17 0.9%

1,807 100.0%

② ２６年度貸借対照表との比較（普通会計）

資産の部 26年度 27年度 負債・純資産の部 26年度 27年度 増減

1 公共資産 1,214 1,211 1 負債 476 472 △ 4

2 投資等 119 137 2 純資産 910 926 16

3 流動資産 53 50

1,386 1,398 負債及び純資産合計 1,386 1,398 12

③ 市民１人当たりのバランスシート

63万円 120万円

※H28.3.31現在住民基本台帳人口 75,064人 で除して算出。

(単位:億円)

普通会計 市全体

160万円

120万円

(単位:億円)

計

本庁舎、支所

資産合計

消防施設等

増減

(単位:億円)

△ 3

18

目的

商観光施設等

①生活ｲﾝﾌﾗ・国土保全

△ 3

備考

280万円

本市ではこれまでに、普通会計で１，３９８.１億円、市全体で２，０７９.３億円、連結で２，０９

８.４億円の資産を形成してきています。有形固定資産における内訳は、道路整備や公営住宅などの

「生活インフラ・国土保全」が３２.７％（５９０．０億円）と最も高く、次いで病院事業や下水道事

業などの「環境衛生」が２９．８％（５３９．４億円）と、この２つの分野で約６割を占めています。

そのうち、純資産である９２６.６億円（普通会計）、１，１８２.２億円（市全体）、１，１９８.

５億円（連結）については、過去の世代や国・県の負担で既に支払いが済んでおり、負債である４７

１．６億円（普通会計）、８９７.１億円（市全体）、８９９．９億円（連結）については、将来の世

代が負担していくことになります。

普通会計に比べ、市全体や連結の負債の割合が大きいのは、水道事業や下水道事業が将来の使用料収

入で資金回収することを前提として市債を活用する仕組みとなっていることに加えて、市債の償還年限

が普通会計よりも長いことが主な要因です。

　　　　　　　　  連結

186万円

123万円

12

277万円

　資産は、２６年度決算に比べ１２億円増加しておりますが、基金等の積み増しなどによるものです。
　一方、負債総額は、地方債の償還残額が減少したことなどにより４億円減少しています。

157万円

〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕

①生活イ

ンフラ・

国土保全

590億円

32.7%

②教育

311億円

17.2%
③福祉

69億円

3.8%

④環境衛生

539億円

29.8%

⑤その他

298億円

16.5%

有形固定資産(行政目的別)

〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕

〔資産〕

〔負債〕

〔純資産〕
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(２)行政コスト計算書(平成27年4月1日から28年3月31日)

普通会計 市全体 連結

1. 人にかかるコスト 5,186 11,022 11,987
(1)人件費 4,837 10,276 11,240
(2)退職給付引当金繰入等 50 434 435
(3)賞与引当金繰入額 299 312 312

2. 物にかかるコスト 10,548 18,003 17,744
(1)物件費 4,854 9,791 9,507
(2)維持補修費 702 850 863
(3)減価償却費 4,992 7,362 7,374

3. 移転支出的なコスト 15,640 31,026 39,902
(1)社会保障給付 6,475 21,436 31,584
(2)補助金等 2,151 4,787 4,355
(3)他会計・他団体への支出額 7,014 4,803 3,963

4. その他のコスト 1,435 2,881 3,441
(1)支払利息 278 970 970
(2)その他行政コスト 1,157 1,911 2,471

32,809 62,932 73,074

普通会計 市全体 連結

1. 使用料・手数料等 669 669 674

2. 分担金・負担金・寄附金 457 8,763 12,850
3. 保険料 0 3,751 3,751
4. 事業収益 0 10,809 11,955
5. その他特定行政サービス 0 1,089 1,154

1,126 25,081 30,384

31,683 37,851 42,690

75,064人 で除して算出。

純経常行政コスト市民１人あたり 42万円 50万円 57万円

※H28.3.31現在住民基本台帳人口

　大館市の１年間の行政運営コストのうち、福祉サービスやごみの収集にかかる経費など、資産

形成につながらない行政サービスに要したコストを性質別（1.人にかかるコスト　2.物にかかる

コスト　3.移転支出的なコスト　4.その他のコスト）に表示したものです。

　また、減価償却費など現金支出を伴わないコスト（費用）を計上することにより、これまで分

からなかったコスト（費用）が明らかになります。

(単位:百万円)

純経常行政コスト　(Ａ)-(Ｂ)

合計　(Ａ)

合計　(Ｂ)

経常行政コスト

経常収益

行政サービスの担い手で

ある職員に要する費用。

(市役所、消防、市立病

院など)

学校や公立保育所の運

営費、建物などの減価償

却費、公営住宅やし尿処

理施設の補修費など。

生活保護費や医療費助

成及び国民健康保険特

別会計への繰出金など。

公債費(利子分)や債務

負担など、上記の３つに

属さないその他の費用。

公営住宅の家賃や、水

道・下水道料金などの収

益。(受益者負担分)
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①経常行政コスト（行政性質別）

(単位:億円)

行政性質 コスト 構成比
コスト 構成比 コスト 構成比 移転支出的な 399億円 54.6%

1 人にかかるコスト 52 15.9% 120 16.4% 物にかかるコ 177億円 24.2%
2 物にかかるコスト 105 32.0% 177 24.2% 人にかかるコ 120億円 16.4%
3 移転支出的なコスト 156 47.5% 399 54.6% その他のコス 35億円 4.8%
4 その他のコスト 15 4.6% 35 4.8% 計 731億円 100%

計 328 100.0% 731 100.0%

②経常行政コスト（行政目的別）

(単位:億円)

コスト 構成比 コスト 構成比

1 福祉 127 38.7% 403 55.2%

2 環境衛生 33 10.1% 145 19.8%

3 生活インフラ 36 11.0% 36 4.9%

4 総務 36 11.0% 36 4.9%

5 教育 33 10.1% 34 4.7%

6 その他 63 19.1% 77 10.5%

計 328 100.0% 731 100.0%

③税等で賄わなければならないコスト（行政目的別）

(単位:億円)

コスト 構成比 コスト 構成比

1 福祉 124 39.1% 234 54.8%

2 生活インフラ 34 10.7% 34 8.0%

3 教育 33 10.4% 33 7.7%

4 総務 32 10.1% 32 7.5%

5 環境衛生 31 9.8% 23 5.4%

6 その他 63 19.9% 71 16.6%

計 317 100.0% 427 100.0%

普通会計 連結
行政目的

行政性質
普通会計 連結

行政目的
普通会計 連結

本市の平成２７年度の行政コスト総額は、３２８．１億円（普通会計）、６２９．３億円（市全体）、７

３０．７億円（連結）となっており、これを性質別に見ると、約５割が生活保護や国民健康保険などの社会

保障給付といった「移転支出的なコスト」となっています。また、目的別では「福祉」が５割以上を占めて

おり、次いで病院、水道事業などの「環境衛生」が約２割となっています。

行政サービス利用に対する、市民の皆さんが負担する使用料・手数料などの経常収益は、それぞれ１１．

３億円（普通会計）、２５０．８億円（市全体）、３０３．８億円（連結）になります。

経常行政コスト総額から経常収益を引いた純経常行政コストは、それぞれ３１６．８億円（普通会計）、

３７８．５億円（市全体）、４２６．９億円（連結）になり、この不足部分については、市税や地方交付税

などの一般財源や国・県補助金などで賄っています。

移転支出的

なコスト

399億円

54.6%
物にかかる

コスト

177億円

24.2%

人にかかる

コスト

120億円

16.4%

その他の

コスト

35億円

4.8%

【連結】経常行政コスト(行政性質別)

福祉

403億円

55.2%環境衛生

145億円

19.8%

生活インフ

ラ36億円

4.9%

総務

36億円

4.9%

教育

34億円

4.7%

その他

77億円

10.5%

【連結】経常行政コスト(行政目的別)

福祉

234億円

54.8%

生活インフラ

34億円

8.0%

教育

33億円

7.7%

総務

32億円

7.5%

環境衛生

23億円

5.4%

その他

71億円

16.6%

【連結】税等で賄わなければならないコスト
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(３)純資産変動計算書(平成27年4月1日から28年3月31日)

普通会計 市全体 連結

91,025 117,138 118,822

1 純経常行政コスト △ 31,683 △ 37,851 △ 42,690

2 一般財源(市税、地方交付税など) 23,110 23,110 23,121

3 国・県補助金など 9,166 17,415 22,215

4 臨時損益 △ 532 △ 553 △ 553

5 その他 1,571 △ 1,043 △ 1,061

1,632 1,078 1,032

92,657 118,216 119,854

純資産残高

　　27年4月1日

本市の２７年度末純資産は、９２６.６億円（普通会計）、１，１８２.２億円（市全体）、

１，１９８．５億円（連結）となっており、当期中に変動した純資産は、１６．３億円（普通会

計）、１０．８億円（市全体）、１０．３億円（連結）各々増加しています。これは、資産のマ

イナス要素である純経常行政コストを地方交付税や交付金事業に伴う補助金などの収入が上回っ

たことによるもので、この剰余額は将来世代のための蓄えということになります。

　28年3月31日

貸借対照表に計上されている純資産（過去・現世代がすでに負担したお金）

が、平成２７年度中にどのように増減したかをまとめたものです。

期末(２７年度末)純資産残高

(単位:百万円)

期首(２６年度末)純資産残高

当期変動額

普通会計 16.3億円増

市全体 10.8億円増

連結 10.3億円増

普通会計

926.6億円

市全体

1,182.2億円

連結

1,198.5億円

普通会計

910.3億円

市全体

1,171.4億円

連結

1,188.2億円
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(４)資金収支計算書(平成27年4月1日から28年3月31日)

普通会計 市全体 連結

2,442 9,458 10,652

1 経常的収支 6,670 7,984 7,984

収入(地方税、交付金) 32,398 61,439 71,585

支出(社会保障給付、人件費等) 25,728 53,455 63,601

2 公共資産整備収支 △ 1,328 △ 1,546 △ 1,554

収入(国、県補助金、地方債等) 4,163 5,875 5,878

支出(公共資産整備費等) 5,491 7,421 7,432

3 投資・財務的収支 △ 6,012 △ 6,586 △ 6,653

収入(貸付金回収額等) 1,400 1,845 1,845

支出(地方債償還額等) 7,412 8,431 8,498

4 翌年度繰上充用金 0 0 0

△ 670 △ 148 △ 223

0 0 0

1,772 9,310 10,429

資金残高(普通会計)

　　　１経常的収支
　　　２公共資産整備収支
　　　３投資・財務的収支
　　　　計

　　　　２７年度資金収支額

　本市の２７年度における資金は、普通会計６．７億円、市全体１．５億円、連結２．２億円と各々減少

しています。その結果、期末資金残高はそれぞれ１７．７億円（普通会計）、９３．１億円（市全体）、

１０４．３億円（連結）となりました。

　普通会計を見ると、地方税や地方交付税などの収入により経常的収支で生じた資金（現金）を、公共資

産整備や借入金の返済などに充てた結果、１年間の資金収支が６．７億円減少したことが分かります。

　なお、期末資金残高の１７．７億円は普通会計決算における歳入歳出差引額（形式収支）であり、バラ

ンスシートの「３流動資産(1)資金」の内数「歳計現金」と一致しています。

＋６６.７億円
△１３.３億円
△６０.１億円
△　６.７億円

　大館市の１年間の資金（現金）の流れを性質別に３つに区分してまとめたもので

す。どのような活動に資金が必要であったかを表しています。

期末(２７年度末)資金残高

(単位:百万円)

当期資金収支額

期首(２６年度末)資金残高

（経費負担割合に伴う差額）

行政サービスを行う中で、

毎年度継続的に収入、支

出されるもの。

学校、道路などの資産形

成に支出されるもの。

投資、貸付金などの収入、

支出や、市債の借入、償

還など。

期首資金残高（前年度からの繰越金） ２４．４億円

期末資金残高（翌年度への繰越金） １７．７億円
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４．財務諸表から分かること

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

　トを負担しなければならないことを意味します。

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

　100%に近いほど安全性が高いといえます。

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

76.3%
40%程度

-1.4pt
-1.2pt
-1.2pt

差

75.1%
40%程度

平成27年度平成26年度

100.0%

37.0%

32.4%
29.0%
31.0%

3.7pt
1.4pt
1.4pt

(1) 純資産比率（＝純資産÷総資産）

40.7%
30.4%

36.9%
15～40%

(4) 社会資本形成の将来世代負担比率（＝地方債（翌年度償還予定地方債を含む）÷公共資産）

　　有形固定資産に含まれる道路・河川等のインフラ資産は経済的取引にはなじまない資産ですの

(3) 社会資本形成の過去及び現世代負担比率（＝純資産÷公共資産）

　来世代が公共資産の形成コストを負担しなければならないことを意味します。

26.1%
36.9%

　　公共資産のうち、どの程度が正味の資産であるかを表す指標です。この指標が高ければ過去及
　び現世代が公共資産の形成コストを負担したことを意味し、反対に低ければ将来世代がそのコス

76.5%

　　資産のうち、どの程度が正味の資産であるかを示しています。この比率が高いほど財政状況が
　健全であるといえます。

差
0.6pt
0.4pt
0.4pt

平成27年度平成26年度
65.7%
56.5%

66.3%
56.9%
57.1%

77.1%

平成27年度平成26年度
52.3%

75.9%
50.9%

　　財務の安全性もしくは健全性を表す指標の一つで、資産のうち、どの程度借入金に依存してい
　るかを示すものです。この比率が低いほど財政状況が健全であるといえます。

60%程度

(2) 負債比率（＝負債÷純資産）

56.7%
60%程度

平成27年度平成26年度 差
75.0%

64.2%
65.0%
50～90%

-0.1pt

　　公共資産のうち、どの程度が地方債に依存しているかを表す指標です。この指標が高ければ将

63.2%
64.1%

50～90%

1.5pt
1.0pt
0.9pt

-0.2pt
-0.3pt

平成27年度平成26年度 差
26.2%

差

37.1%
37.2%

15～40%

(5) 安全比率（＝（総資産－有形固定資産）÷負債）

　で、有形固定資産を除いた資産でどれぐらい負債をカバーできるかを表す指標です。この指標が

100.0%
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(6) 受益者負担比率（＝経常収益÷経常行政コスト)

普通会計
市全体※
連 結 ※ 　
標 準 値   

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

(8) 行政コスト対公共資産比率（＝経常行政コスト÷公共資産）
　　行政コストの公共資産に対する比率をみることで、公共資産がどれだけ効率的に運用されてい
　るかなどを分析することができます。

普通会計
インフラ
教育　　
福祉　　
環境衛生

市 全 体
インフラ
教育　　
福祉　　
環境衛生

連 結
標 準 値

(9) 行政コスト対税収等比率（＝純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入））

普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

6.0%
27.1%

171.3%

普通会計
市 全 体

39.9%
41.6%

※病院事業、水道・下水道事業など使用料等を徴収する事業が含まれるため。

平成27年度平成26年度 差

2.8%
37.8%
40.0%
2～8%

0.6pt
2.1pt
1.6pt

※地方債償還額等充当交付税見込額を考慮した安全率

平成27年度平成26年度

70.0%
46.0%
49.0%

79.0%

6.7%
0.7pt

214.9%

2～8%

　　純経常行政コストに対する一般財源等の比率をみることにより、純経常行政コストに対しどれ
　だけが当年度の負担で賄われたかが分かります。

98.2%
平成27年度平成26年度 差

100.9% -2.7pt
93.4%
94.2%

90～110%

98.4%
98.1%

90～110%

-5.0pt
-3.9pt

連　　結

平成27年度平成26年度 差

　　耐用年数に比べて資産の取得からどの程度経過しているのかを表します。100%に近いほど老朽
　化が進んでいるということになります。

(7) 資産老朽化比率（＝減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額））

　　行政コストのうち、行政サービスの受益者が直接的に負担している割合を表します。

3.4%

平成27年度平成26年度 差
27.8%
6.7%

-0.7pt
-0.7pt

10.7% 0.7pt

53.1%
48.3%
－

30～50%

51.9%
46.9%
－

30～50%

1.2pt
1.4pt
－

49.3%
52.3%

39.7%
10～30%

10.0%
214.9%
3.9%
38.8%

10～30%

10.0%

-5.1pt
0.7pt
-0.7pt

231.6pt

34.2%
6.0%
10.7%
446.5%

22.6pt
0.9pt

43.6pt

26.5%

75.4%80.5%
33.5%

-11-



普通会計
市 全 体
連 結
標 準 値   

(10) 地方債の償還可能年数（＝地方債（翌年度償還予定地方債含む）÷経常的収支（地方債発行
　　及び基金取崩額を除く））

3～9年

　　地方債を経常的に確保できる資金で返済した場合に何年で返済できるかを表す指標で、借金の
　多寡や債務返済能力を測る指標です。

6.9年
11.0年
11.0年

平成27年度平成26年度 差
5.7年
9.0年
8.8年
3～9年

1.2年
2.0年
2.2年
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５．用語解説

　(１)貸借対照表(バランスシート)

① 有形固定資産 ・・・・・

② 投資等 ・・・・・

③ 資金 ・・・・・ 歳計現金や普通預金など。

④ 未収金 ・・・・・ 税や使用料などの未収金。

　(２)行政コスト計算書

① 他会計への移転支出 ・・・・・ 特別会計への繰出金などの支出

② 社会保障関係費等移転支出 ・・・・・ 生活保護費など。

③ 純経常費用 ・・・・・

　(３)純資産変動計算書

① 期首資産残高 ・・・・・ 前年度末の純資産の額。

② 純経常行政コスト ・・・・・

       

　(４)資金収支計算書

① 経常的収支 ・・・・・

② 公共資産整備収支 ・・・・・ 公共資産の整備にかかる収支。

③ 投資・財務的収支 ・・・・・ 地方債の元利償還、発行額の収支等。

公共サービスに供されている資産で、
学校や道路など。

有価証券や出資金など将来的に資金と
なるもの。

総行政コストから経常業務収益を引い
たもの。

経常的な行政活動の収支で、公共資産
整備収支及び投資・財務的収支には含
まれないもの。

経常行政コストの総額から、受益者分
担金・負担金等の経常収益を差し引い
た額。行政コスト計算書により算定さ
れる。
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